○滝川地区広域消防事務組合火災予防規則

　　　　　　　　　　　　　　　　制　定　平成15年３月20日規則第４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成15年８月28日規則第９号　平成26年３月28日規則第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年３月16日規則第１号　平成26年６月13日規則第６号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成17年３月31日規則第４号　平成29年３月28日規則第６号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年３月22日規則第２号　平成31年３月20日規則第３号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成18年８月31日規則第15号　令和元年９月27日規則第７号
平成20年12月11日規則第５号　令和２年12月25日規則第７号
平成22年３月26日規則第４号　令和３年３月16日規則第１号
平成24年11月30日規則第７号
　
滝川地区広域消防事務組合火災予防規則（昭和49年滝川地区広域消防事務組合規則第２号) の全部を改
正する。

　（趣旨）

第１条　この規則は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）消防法施行規則（昭和36年自治省令第６号。以下「規則」という。）及び滝川地区広域消防事務組合火災予防条例（昭和61年滝川地区広域消防事務組合条例第１号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。

　（立入検査証票）

第２条　法第４条第２項及び第16条の５第３項並びに第34条第２項の規定により消防職員が関係者に示さなければならない証票は、立入検査証（別記第１号様式）とする。

２　法第４条の２第２項の規定により消防団員が関係者に示さなければならない証票は、立入検査証（別記第２号様式）とする。

　（消防用指定水利の変更届出等）

第３条　法第21条第３項の規定による届出は、次の各号の場合とし、消防用指定水利変更届出書（別記第３号様式）により、変更しようとする日の５日前までに、その旨を消防署長に届け出なければならない。

　⑴　埋没又は撤去しようとする場合

　⑵　消防ポンプ自動車の進入不能となる工事を施す場合

　⑶　水利指定当時より著しく水量に変更を生ずる工事を施す場合

２　条例第39条の規定による消防用水の標識については、規則第34条の２の規定を準用する。

　（たき火又は喫煙の制限区域の制札）

第４条　法第23条の規定によるたき火又は喫煙の制限をした区域には、見やすい場所に制札（別図）を掲げるものとする。

　（火災発見の通報場所）

第５条　法第24条第１項の規定による火災を発見した者の通報場所は、消防本部、消防署、消防署の支署又は分遣所とする。

　（防火管理者再講習）

第６条　令第４条の２の２の規定による消防長が行う防火管理に関する講習は防火管理講習受講申請書（別記第４号様式）により消防署長に申請するものとする。

  （防火対象物の点検基準及び点検票）　　　　

第７条　規則第４条の２の６第１項第９号の規定により組合長が定める基準は、次に掲げるものとする。

　⑴　火を使用する設備等にあっては、条例第３条から第17条の４の規定に従って設置されていること。

　⑵　火を使用する器具等にあっては、条例第18条から第22条の２の規定に従って設置されていること。

　⑶　指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いにあっては、条例第30条から第32条及び第34条の２の規定に従って設置されていること。

　⑷　指定可燃物等の貯蔵及び取扱いにあっては、条例第33条、第34条及び第34条の２の規定に従って設置されていること。

　⑸　消火器具にあっては、条例第35条第1項の規定に従って設置されていること。

　⑹　避難器具にあっては、条例第38条第1項の規定に従って設置されていること。

　⑺　第５号及び第６号の規定にかかわらず、現に条例第40条の規定が適用されている消防用設備等にあっては、引き続き、消防長が同条の規定の適用を認めた状況で設けられていること。

２　法第８条の２の２第１項の規定による報告は、規則第４条の２の４第３項に規定する報告書に、防火対象物点検票（別記第５号様式）を添付しなければならない。

３　前項の防火対象物点検票の点検要領は、組合長が別に定める。

  （消防警戒区域立入許可証票）

第８条　規則第48条第１項第７号に規定する立入許可証票の交付を受けようとする者は、消防警戒区域立入許可証票交付申請書（別記第６号様式）により消防署長に申請するものとする。

２　前項の申請は、次の各号の一に該当し、消防署長が必要と認めたときは、消防警戒区域立入許可証（別記第７号様式）を交付するものとする。

　⑴　官公署の職員

　⑵　火災保険会社社員

　⑶　その他公益事業に関係を有するもの

３　立入証の記載事項に異動を生じたとき、又は立入証をき損したときは、その書換えを申請しなければならない。

４　立入証を紛失したときは、速かに消防署長に届出なければならない。この場合、特に交付の必要ありと認めるもののほか、その有効期間内はこれを再交付しない。
５　立入証の交付を受けた者が第２項の資格を失った場合又は有効期限を経過したものは、10日以内にこれを消防署長に返納しなければならない。

　（標識の規格）

第９条　条例第11条第１項第５号及び第３項、第11条の２第２項、第12条第２項及び第３項並びに第13条第２項及び第４項に定める変電設備、急速充電設備、発電設備及び蓄電池設備である旨の標識、条例第17条第３号に定める水素ガスを充てんする気球の掲揚場所の立入りを禁止する旨の標識、条例第23条第２項に定める禁煙、火気厳禁又は危険物品持込み厳禁を表示した標識、条例第23条第４項第２号に定める喫煙所である旨の標識、条例第31条の２第２項第１号、第33条第１項第１号、第34条第２項第１号及び第45条第４号に定める少量危険物及び指定可燃物を取り扱っている旨並びに満員札の規格は、別表第１に掲げるものとする。

２　政令及び規則の規定により設ける消防用設備等の標識類の規格は、別表第２に掲げるものとする。

  （危険物品の指定及び裸火使用等の申請）

第10条　条例第23条第1項に規定する消防長が指定する場所に持ち込んではならない火災予防上危険な物品は、次に掲げるものとする。ただし、常時携帯するもので軽易なものは、この限りでない。

　⑴　法別表に掲げる危険物及び条例別表第８に掲げる指定可燃物のうち可燃性固体類及び可燃性液体類

　⑵　一般高圧ガス保安規則（昭和41年通商産業省令第53号）第２条第１項第１号に掲げる可燃性ガス

　⑶　火薬類取締法（昭和25年法律第149号）第２条第１項に掲げる火薬類及び同条第２項に掲げるがん具煙火

２　条例第23条第1項ただし書の規定により業務上喫煙し、裸火を使用し、又は火災予防上危険な物品を持ち込もうとする者は、禁止行為解除承認申請書（別記第８号様式）により消防署長に申請し、承認を受けなければならない。

　（住宅火災警報機器等の基準の特例）

第10条の２　消防長は、条例第29条の６の規定に基づき、住宅用火災警報器又は住宅用火災報知設備(以下「住警器等」という。)の設置及び維持に関する基準について、次のいずれかの要件を満たしている場合に、住宅の関係者の申請により、同条の適用の除外を認めることができる。

⑴  消防法令の想定していないような高性能を有する特殊な警報器や消防設備等が設置されている場合。（第29条の3第1項に定められた住宅の部分に設置されている場合に限る。）
⑵  組合構成市町の助成事業等により、既に住警器等と概ね同等の性能を有する住警器等又はこれに類する機器が設置されている場合。

２  住宅の関係者は、前項の規定により特例を受けようとする場合は、住宅用防災警報機器等特例願（別記10号様式の２）により、消防長に申請しなければならない。

３　消防長は、第1項の規定による適用の除外を認めたときは、その旨を住宅防災警報機器等特例概要書（別記様式第10号の３）により、申請者に通知するものとする。

　（教育担当者の資格）

第10条の３　条例第50条第２項に規定する資格を有する者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

⑴　条例第50条第２項に規定する防火管理教育担当者（以下「防火管理教育担当者」という。）として必要な知識及び技能を修得させるために消防長が行う講習の課程を修了した者
⑵　前号の講習と同等以上の知識及び技能を修得できるものとして消防長が認める講習の課程を修了した者
⑶　前２号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者
２　条例第50条の２第２項に規定する資格を有する者は、前項各号のいずれかに該当し、かつ、次の各号のいずれかに該当する者とする。

⑴　条例第50条の２第２項に規定する防災管理教育担当者（以下「防災管理教育担当者」という。）として必要な知識及び技能を修得させるために消防長が行う講習の課程を修了した者
⑵　前号の講習と同等以上の知識及び技能を修得できるものとして消防長が認める講習の課程を修了した者
　⑶　前２号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者

３　次の各号のいずれかに該当する者は、前２項の規定にかかわらず、防火管理教育担当者及び防災管理教育担当者となることができない。

　⑴　成年被後見人又は被保佐人

　⑵　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終るまで又は執行を受けることがなくなるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑶　法又は法に基づく命令若しくは条例の規定により罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又
は執行を受けることのなくなった日から２年を経過しない者

  （防火対象物の使用開始等の届出）

第11条　条例第51条の規定により次の各号に掲げる防火対象物を使用（内容変更を含む。）しようとする者は、防火対象物使用開始届出書（別記第９号様式）により消防署長に届け出なければならない。

⑴　令別表第一⑴項イ、⑵項、⑹項ロ、⒃項イ（⑴項イ、⑵項及び⑹項ロの用途に供する部分を含むものに限る。)及び(16の２)項から⒅項までに掲げる防火対象物

⑵　令別表第一⑴項ロ、⑶項から⑸項まで、⑹項イ、ハ及びニ、⑼項、⑿項から⒁項まで及び⒃項イ(⑴項イ、⑵項及び⑹項ロ以外の用途に供する部分を含むもの)に掲げる防火対象物で延べ面積が150平方メートル以上のもの

⑶　令別表第一⑺項、⑻項、⑽項、⑾項、⒂項及び⒃項ロに掲げる防火対象物で延べ面積が300平方メートル以上のもの

⑷　前各号に掲げる防火対象物以外の令別表第一に掲げる防火対象物のうち、同表⑴項から⑷項まで、⑸項イ、⑹項又は⑼項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が避難階（建築基準法施行令第13条の３第１号に規定する避難階をいう。以下同じ。）以外の階（１階及び２階を除くものとし、令第４条の２の２に定める避難上有効な開口部を有しない壁で区画されている部分が存する場合にあっては、その区画された部分とする。）に存する防火対象物で、当該避難階以外の階から避難階又は地上に直通する階段（建築基準法施行令第26条に規定する傾斜路を含む。）が２（当該階段が屋外に設けられ、又は令第４条の２の３に定める避難上有効な構造を有する場合にあっては、１）以上設けられていないもの

⑸　前各号に掲げる防火対象物以外の令別表第一に掲げる防火対象物で、地階、無窓階又は３階以上の階の床面積が50平方メートル以上のもの

２　前項の防火対象物を廃止（休止を含む。）しようとする者は、防火対象物使用廃止（休止）届出書（別記第10号様式）により消防長に届け出なければならない。

３　防火対象物の名称又は管理権原者（管理権原者が法人である場合には、当該法人の代表者）を変更した場合は、防火対象物名称・権原者変更届出書（別記第11号様式）により消防長に届け出なければならない。

　（届出書等の様式）

第12条　次の各号に掲げる届出書の様式は、当該各号に定めるところによる。ただし、第７号の届出については、電話又は口頭によることができる。

　⑴　北海道建築基準法施行条例（昭和35年北海道条例第33号）第17条第３項の規定による煙突の検査を受けようとする者の申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別記第12号様式

⑵　条例第50条の規定による防火管理教育担当者選任（解任）届出書　　　　　　別記第12号様式の２
⑶　条例第50条の２の規定による防災管理教育担当者選任（解任）届出書　　　　別記第12号様式の３
　⑷　条例第54条の２の規定による水張又は水圧検査申請書　　　　　　　　　　　別記第13号様式

　⑸　条例第52条第１号から第８号の２までの規定による炉、厨房設備、温風暖房機、ボイラー、給湯湯沸設備、乾燥設備、サウナ設備、ヒートポンプ冷暖房機、火花を生ずる設備及び放電加工機の設置届出書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別記第14号様式

　⑹　第52条第９号から第13号までの規定による燃料電池発電設備、変電設備、急速充電設備、発電設備及び蓄電池設備の設置届出書（法第17条の３の２の規定によるものを除く。）　 別記第15号様式

　⑺　条例第52条第14号の規定によるネオン管灯設備設置届出書　　　　　　　　　別記第16号様式

　⑻　条例第52条第15号の規定による水素ガスを充填する気球の設置届出書　　　　別記第17号様式

　⑼　条例第53条第１号の規定による火災とまぎらわしい煙又は火炎を発するおそれのある行為届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別記第18号様式

　⑽　条例第53条第２号の規定による煙火打上げ、仕掛け届出書 　　　　　　　 　別記第19号様式

　⑾　条例第53条第３号の規定による催物開催届出書　　　　　　　　　　　　　　別記第20号様式

　⑿　条例第53条第４号の規定による水道断減水届出書　　　　　　　　　　　　　別記第21号様式

　⒀　条例第53条第５号の規定による道路工事届出書　　　　　　　　　　　　　　別記第22号様式

　⒁　条例第53条第５号の規定による露店開設届出書　　　　　　　　　　　　　　別記第23号様式

（14の2）　条例第53条第５号の２の規定による対象火気器具等を使用する露店等開設届出書

別記第23号様式の２
⒂　条例第53条第６号の規定による煙突取付掃除業届出書　　　　　　　　　　　別記第24号様式

　⒃　条例第53条第７号の規定による液体燃料を使用する燃焼機器の分解掃除及び整備業届出書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別記第25号様式

　⒄　条例第53条第８号の規定による消防用設備業届出書　　　　　　　　　　　　別記第26号様式

　⒅　条例第53条の２の規定による指定洞道等届出書　　　　　　　　　　　　　　別記第27号様式

　⒆　条例第54条第１項の規定による少量危険物及び指定可燃物の貯蔵取扱い届出書

別記第28号様式

　⒇　条例第54条第２項の規定による少量危険物又は指定可燃物の貯蔵、取扱い廃止届出書

別記第29号様式

　(21)　第1号の検査による集合煙突検査済証交付申請書　　　　　　　　　　　　　 別記第30号様式

　（検査済証等の様式）
第13条　消防署長は、前条第１号及び第４号の申請があったときは、必要な検査を行い、関係規定に適合していると認めるときは、次の各号による検査済証を交付するものとする。

　⑴　集合煙突検査済証　　　　別記第31号様式

　⑵　水張・水圧検査済証　　　別記第32号様式

２　消防署長は、前条第15号の届出があったときは、必要な審査を行いその業務に適する知識を有すると認めるときは、煙突取付掃除業届出済証（別記第33号様式）を交付するものとする。

　（り災証明書等）

第14条　り災証明書の交付を受けようとする者は、り災証明申請書（別記第34号様式）また、一般の証明書（事実証明等）の交付を受けようとするものは、証明申請書（別記第34号様式の２）により消防署長に申請するものとする。

２　前項の申請により消防長は必要な調査等を行い、相違がないと認めるときは、前段の規定によるり災証明申請書に係るものにあっては、り災証明書（別記第35号様式）により、後段の規定による証明申請書に係るものにあっては、証明書（別記第35号様式の２）により証明するものとする。

　（届出書等の提出部数及び処理）

第15条　条例及びこの規則に定めるところにより消防署長に提出しなければならない届出書又は申請書の部数は、第６条及び第14条にあっては１通とし、その他のものにあっては２通とする。

２　消防署長は、危険物の規制に関する規則（昭和34年総理府令第55号）第１条の５の規定による圧縮アセチレンガス等の貯蔵又は取扱いの開始（廃止）届出書、規則第３条の規定による消防計画作成（変更）届出書、規則第３条の２の規定による防火管理者選任（解任）届出書、規則第４条の２の４第３項の規定による防火対象物点検結果報告書、規則第４条の２の８の規定による防火対象物点検報告特例認定申請書、管理権原者変更届出書、規則第４条の２の15の規定による自衛消防組織設置（変更）届出書、規則第31条の６第３項の規定により消防庁長官が定める消防用設備等点検結果報告書、規則第33条の18の規定による工事整備対象設備等着工届出書、規則第51条の８に規定する消防計画作成（変更）届出書、規則第51条の９に規定する防災管理者選任（解任)届出書、規則第51条の12第２項に規定する防災管理点検結果報告書、規則第51条の16に規定する防災管理点検報告特例認定申請書、管理権原者変更届出書及びこの規則に定める届出書または申請書を受理したときは、火災予防上必要な審査又は検査を行い、支障がないと認めたときは、その１通に届出済印（別記第36号様式）又は承認済印(別記第37号様式)の印を押印して届出者に交付するものとする。ただし、当該申請又は届出を証する文書を別に交付する場合はこの限りでない。

（公表の対象となる防火対象物及び違反の内容）

第16条　条例第55条第３項に規定する公表の対象となる防火対象物は、令別表第１(１)項から(４)項まで、(５)項イ、(６)項、(９)項イ、(16)項イ、(16の２)項及び(16の３)項に掲げる防火対象物で、法第17条第１項の政令で定める技術上の基準又は同条第２項の規定に基づく条例で定める技術上の基準に従って屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備を設置しなければならないもののうち、法第４条第１項に規定する立入検査においてこれらの消防用設備等が設置されていないと認められたものとする。
２　条例第55条第３項に規定する公表の対象となる違反の内容は、前項の防火対象物に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動火災報知設備が設置されていないこととする。
　（公表の手続き）
第17条　条例第55条第１項の公表は、前条第１項の立入検査の結果を通知した日から14日を経過した日において、なお、当該立入検査の結果と同一の違反の内容が認められる場合に、当該違反が是正されたことを確認できるまでの間、滝川地区広域消防事務組合のホームページへの掲載により行う。
２　前項に規定する方法により公表する事項は、次に掲げるものとする。
　(１)　前条第２項に規定する違反が認められた防火対象物の名称及び所在地

　(２)　前条第２項に規定する違反の内容（当該違反が認められた防火対象物の部分を含む。）
　(３)　その他消防長（消防署長）が必要と認める事項
　（施行細目）
第18条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、消防長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成15年4月1日ら施行する。ただし、改正後の第７条及び第15条第２項中「規則第４条の２の４第３項の規定による防火対象物点検結果報告書」の規定は、平成15年10月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この規則施行前に、改正前の規則に基づいてされている申請、届出その他の手続は、改正後の規則の相当規定に基づいてされた手続とみなす。

　　　附　則（平成15年８月28日第９号）

　この規則は、平成15年10月１日から施行する。

　　　附　則（平成16年３月16日第１号）

　この規則は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成17年３月31日第４号）

　この規則は、平成17年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。ただし、第11条第１項の改正規定は、平成21年４月１日から施行

する。
　　　附　則（平成22年３月26日第４号）
　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
附　則（平成24年11月30日規則第７号）
この規則は、平成24年12月１日から施行する。
附　則（平成26年３月28日規則第３号）
　（施行期日）
この規則は、平成26年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成26年６月13日規則第６号）
　この規則は、平成26年８月１日から施行する。
附　則（平成26年６月13日規則第３号）

　この規則は、平成31年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成29年３月28日規則第６号）
　この規則は、平成29年４月１日から施行する。
附　則（令和元年９月27日規則第７号）
　この規則は、令和元年７月１日から施行する。
　　　附　則（令和２年12月25日規則第７号）
　この規則は、令和３年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和３年３月16日規則第１号）
　この規則は、公布の日から施行する。

別表第１（第９条第１項関係）

	[image: image1.png]O\:|=/
L 2B

V,,wu.w,..ﬁﬁ
A



　　　　　　　　　　　　　　　規　格

根拠条文　　　　　　　　標識種別
	寸法
	色
	様式

	
	幅

㎝
	長さ

㎝
	地
	文字
	形状

	条例第８条の３第１項

及び第３項

条例第11条第１項第５号

及び第３項

条例第11条の２第２項
条例第12条第２項及び

第３項

条例第13条第２項及び

第４項
	燃料電池発
電設備

変電設備　　　である旨
急速充電設備　の標識
発電設備　　　
蓄電池設備　　
	15以上
	30以上
	白
	黒
	付図１のとおりとする

	条例第17条第３号
	水素ガスを充てんする

気球の掲揚場所の立入

を禁止する旨の標識
	30以上
	60以上
	赤
	白
	付図２のとおりとする

	条例第23条第２項
	「禁煙」、「火気厳禁」

又は「危険物品持込み厳

禁」と表示した標識
	25以上
	50以上
	条例による
	付図３のとおりとする

	条例第23条第４項第２号
	「喫煙所」と表示した

標識
	30以上
	10以上
	白
	黒
	付図４のとおりとする

	条例第31条の２第２項第１号
条例第33条第１項第１号
条例第34条第２項第１号
	危険物　　を貯蔵し、又

は取り扱って

指定可　　いる旨を表示

燃　物　　した標識
	30以上
	60以上
	白
	黒
	付図５のとおりとする

	条例第31条の２第２項第１号
条例第33条第１項第１号
条例第34条第２項第１号
	危険物　　の品名、最大

数量等を掲示

指定可　　した掲示板

燃　物　　
	30以上
	60以上
	（※注）

	条例第45条第４号
	定員表示板
	30以上
	25以上
	白
	黒
	付図６のとおりとする

	条例第45条第４号
	満員札
	50以上
	25以上
	赤
	白
	付図７のとおりとする


（※注）危険物の規制に関する規則第18条第１項第３号及び第５号の例によること。

備考　１　標識の材料は、木板、金属板、又は難燃合成樹脂板とする。

２　寸法を、この表に掲げる最小限度の数値をこえるものとする場合は、幅と長さの比率をこの表に掲げる最小限度の数値のとおりとする。
付図１（別表第１関係）

変電設備等の標識である旨の標識





付図２（別表第１関係）
水素ガスを充てんする気球の掲揚場所の立入を禁止する旨の標識


付図３（別表第１関係）
禁煙等の標識





付図４（別表第１関係）
喫煙所の標識


付図５（別表第１関係）

少量危険物等の貯蔵又は取扱い等の標識




付図６（別表第１関係）

定員表示板





付図７（別表第１関係）
満員札



別表第２（第９条第２項関係）

	規　格

根拠条文　　　　　　　　標識種別
	寸　　法
	色

	
	幅

cm
	長さ

cm
	地
	文　字

	規則第９条第４号
	「消火器」「消火バケツ」「消火

水槽」「消火砂」又は「消火ひる

石」と表示した標識
	８以上
	24以上
	赤
	白

	規則第14条第１項第３号
	スプリンクラー設備の制御弁で

ある旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第14条第１項

第５号の２ハ
	スプリンクラー設備の末端

試験弁である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第14条第１項

第６号ホ
	スプリンクラー設備のスプリン

クラー用送水口である旨及び

送水圧力範囲を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第16条第３項

第３号ホ（ロ）

第17条第２項
	水噴霧消火設備の手動式起動

装置である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第16条第３項第４号

第17条第６項
	水噴霧消火設備の制御弁で

ある旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第18条第４項

第10号ロ（ホ）
	泡消火設備の手動式起動装置の操作部である旨及びホース接続口である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第19条第６項第４号
	移動式二酸化炭素消火設備である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第20条第５項
	移動式ハロゲン化物消火設備である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第21条第５項
	移動式粉末消火設備である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第22条第１項

第４号ロ
	屋外消火栓設備に設ける「消火

栓」と表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第25条第４項
	消防機関へ通報する火災報知設備の発信機の押ボタンである旨を表示した標識
	８以上
	24以上
	赤
	白

	規則第27条第１項第３号ロ
	避難器具である旨の標識（設置位置に至る廊下・通路に設けるものも含む。）
	12以上
	36以上
	白
	黒

	
	避難器具の使用方法を表示した

標識
	30以上
	60以上
	白
	黒

	規則第30条の３第１項第４号ニ
	連結散水設備の送水口である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第31条第４号
	連結送水管の送水口及び放水口である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白

	規則第31条第６
	連結送水管の放水用器具を格納した箱である旨を表示した標識
	10以上
	30以上
	赤
	白


備考　１　標識の材料は、木板、金属板、又は難燃合成樹脂板とする。

　　　２　寸法を、この表に掲げる最小限度の数値をこえるものとする場合は、幅と長さの比率をこの表に掲げる最小限度の数値のとおりとする。

３　「消火器」の標識には、必要に応じ、普通火災用、油火災用、電気火災用等その適応性を附記することもさしつかえないこと。

変電設備の標識











発電設備の標識











　　急速充電設備の標識











　　蓄電池設備の標識








変電設備





発電設備





急速充電設備





蓄電池設備





危険水素ガス気球


立入厳禁





　　　          　禁煙の標識




















              　　火気厳禁の標識




















              　　危険物品の持込み厳禁の標識





禁         煙


NO   SMOKING





火  気  厳  禁


DO NOT USE FIRE





危険物品持込み厳禁





喫    煙    所


SMOKE  HERE














危険物の貯蔵、取扱い責


任者及び類別、品名、最


大数量の標識

















指定可燃物の貯蔵、取扱い


責任者及び品名、最大数


量の標識








少量危険物貯蔵取扱所





類　別・品　名


最　大　数　量


責　　任　　者





指定可燃物貯蔵取扱所





品　　　　　名


最　大　数　量


責　　任　　者





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備考


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防章、横線及び


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定員枠の色は金色


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中央部は赤色とする。























定　　　員　　　　　　　　　人


滝川地区広域消防事務組合
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只今場内満員につきしばらく


お　待　ち　く　だ　さ　い


滝川地区広域消防事務組合
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